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第56期定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
（平成27年12月21日から平成28年12月20日まで）

太洋工業株式会社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ

き、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、株

主の皆様にご提供しております。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　４社

連結子会社の名称　　　　　　　株式会社ミラック

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.

マイクロエンジニアリング株式会社

太友（上海）貿易有限公司

②　非連結子会社の状況

該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

該当事項はありません。

(2）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

該当事項はありません。

(4）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社であるTAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.の事業年度

の末日は10月31日であり、太友（上海）貿易有限公司の事業年度の末日は12月31日でありま

す。連結計算書類の作成に当たっては、TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.は同決算日現在

の計算書類を使用し、太友（上海）貿易有限公司は11月30日現在で実施した仮決算に基づく

計算書類を使用し、連結会計年度の末日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致

しております。

(5）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）によっております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。
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時価のないもの　　　　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて、

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

ハ．たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品・仕掛品

基板検査機・鏡面研磨機　個別法に基づく原価法によっております。

その他　　　　　　　　　主に総平均法に基づく原価法によっております。

原材料及び貯蔵品

基板検査機　　　　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

その他　　　　　　　　　総平均法に基づく原価法によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法、また、在外連結子

会社は当該国の会計基準の規定に基づく定率法によっ

ております。ただし、当社及び国内連結子会社が平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～45年

機械装置及び運搬具　５～11年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．製品保証引当金　　　　　　　販売済み製品の無償補修費用の支出に備えるため、過

去の支出割合に基づく必要額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

おります。

なお、一部の国内連結子会社においては、従業員の退職金全額について中小企業退職金

共済事業制度に加入しており、掛金拠出額を退職給付費用として処理しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の事

業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配

株主持分に含めて計上しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年

度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会

計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示

の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第

44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純損失への

影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1）割賦払いによる所有権留保資産及び設備関係未払金残高

所有権が留保されている資産

建物及び構築物 6,571千円

機械装置及び運搬具 168,614千円

設備関係未払金残高

その他流動負債 76,677千円

長期未払金 139,103千円

(2）国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額

機械装置及び運搬具 9,422千円

(3）有形固定資産の減価償却累計額 2,450,649千円

(4）受取手形割引高 9,856千円

(5）偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.への出資に関して、TD 

CONSULTING CO.,LTD.の出資額2,354千円（720千バーツ）及びSathinee CO.,LTD.の出資額981

千円（300千バーツ）について保証を行っております。

－ 4 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発行済株式
普通株式

5,850,000株 －株 －株 5,850,000株

自己株式
普通株式

216株 －株 －株 216株

(2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成28年３月17日開催の第55期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 17,549千円

・１株当たり配当金額 ３円

・基準日 平成27年12月20日

・効力発生日 平成28年３月18日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成29年３月16日開催予定の第56期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 17,549千円

・１株当たり配当金額 ３円

・基準日 平成28年12月20日

・効力発生日 平成29年３月17日

５．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画等に基づき資金計画を策定し、必要な資金（主に銀行借

入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。

－ 5 －
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②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

製品の輸出取引等から生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま

す。有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、当社グループにおいて支払手形を発行していな

いため、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日となります。また、商品の輸入取引等から

生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

借入金のうち短期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、長期借入金

及び長期未払金は、主に設備投資を目的としたものであります。なお、長期未払金は固定

資産の割賦購入によるものであり、最長５年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い営業債権について、各事業部門における営業管

理部署が主要な取引先毎に定期的にモニタリングし、取引先毎に期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、一部海外での取引がありますが、外貨建て取引については取引額が

僅少なため、為替の変動リスクは回避しておりません。また、変動金利の借入金につい

ては金利の変動リスクに晒されておりますが、経済情勢及び金融情勢等を鑑み資金調達

を行っております。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の経営

状態を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が定期的に資金繰り計画を作

成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 6 －
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(2）金融商品の時価等に関する事項

平成28年12月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含めておりません。（（注）２をご参照ください。）

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 1,045,991 1,045,991 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 862,636 862,636 －

③ 有価証券及び投資有価証券 465,096 465,636 540

資産計 2,373,724 2,374,264 540

① 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 140,194 140,194 －

② 短 期 借 入 金 （ ※ １ ） 350,000 350,000 －

③ 長 期 借 入 金 （ ※ １ ） 516,466 520,143 3,677

④ 長 期 未 払 金 （ ※ ２ ） 230,729 231,349 620

負債計 1,237,389 1,241,688 4,298

※１　１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

※２　１年内返済予定の長期未払金は、長期未払金に含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

③有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は

取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

負債

①支払手形及び買掛金並びに②短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

③長期借入金及び④長期未払金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は

割賦契約を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 57,512千円

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため「③有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 1,044,159 － － －

受取手形及び売掛金 862,636 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 30,000 30,000 160,000 －

その他有価証券のうち
満 期 の あ る も の

－ 3,154 － －

合計 1,936,795 33,154 160,000 －

４．長期借入金及び長期未払金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

1 0 年 超

長 期 借 入 金 204,287 312,179 － －

長 期 未 払 金 80,995 149,733 － －

合計 285,282 461,912 － －

６．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 552円66銭

(2）１株当たり当期純利益 ９円70銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 8 －
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９．その他の注記

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上い

たしました。

場所 用途 種類

和歌山県
和歌山市

駐車場、遊休資産、
基板検査機製造設備等

土地、その他有形固定資産、
その他無形固定資産

大分県
国東市

エレクトロフォーミング加工品
製造設備

土地

当社グループは、原則として、事業用資産について事業セグメント単位を基準としてグル

ーピングを行っております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、資産グループの帳簿価額を全額回収でき

る可能性が低いと判断したグループについて、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（減損損失の内訳）

種類 減損損失（千円）

土地 102,855

その他有形固定資産 3,050

その他無形固定資産 1,640

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定しており

ます。

正味売却価額は、土地については主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価額を基に算

定した金額によっており、使用価値は、将来キャッシュ・フローを4.4％で割り引いて算定し

ております。

－ 9 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）によっております。

②　子会社株式及び関係会社株式　　移動平均法に基づく原価法によっております。

③　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっております。

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて、

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

④　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品・仕掛品

基板検査機　　　　　　　　個別法に基づく原価法によっております。

その他　　　　　　　　　　総平均法に基づく原価法によっております。

原材料及び貯蔵品

基板検査機　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

その他　　　　　　　　　　総平均法に基づく原価法によっております。

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　７～45年

機械及び装置　５～11年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

－ 10 －

個別注記表



2017/02/16 10:27:44 / 16250980_太洋工業株式会社_招集通知

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　製品保証引当金　　　　　　　　販売済み製品の無償補修費用の支出に備えるため、過

去の支出割合に基づく必要額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、当事

業年度の末日における退職給付債務の見込額（自己都

合退職による期末要支給額）に基づき計上しておりま

す。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる事項

①　外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

②　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費

用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の

期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会

計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来

にわたって適用しております。

これによる計算書類に与える影響はありません。

－ 11 －
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（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

なお、これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微

であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1）割賦払いによる所有権留保資産及び設備関係未払金残高

所有権が留保されている資産

建物 6,571千円

機械及び装置 168,614千円

設備関係未払金残高

未払金 76,667千円

長期未払金 139,103千円

(2）有形固定資産の減価償却累計額 2,335,112千円

(3）偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.への出資に関して、TD 

CONSULTING CO.,LTD.の出資額2,354千円（720千バーツ）及びSathinee CO.,LTD.の出資額981

千円（300千バーツ）について保証を行っております。

(4）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 31,172千円

短期金銭債務 89,002千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 235,268千円

仕入高 299,173千円

その他の営業取引高 53,138千円

営業取引以外の取引高 10,396千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式数

普通株式 216株

－ 12 －
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６．税効果会計に関する注記

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 105,987千円

役員退職慰労引当金 53,981千円

貸倒引当金 32,018千円

未払事業税 2,214千円

たな卸資産評価損 33,351千円

会員権評価損 1,905千円

投資有価証券評価損 19,794千円

減損損失 86,734千円

減価償却超過額 3,377千円

未払社会保険料 5,786千円

製品保証引当金 534千円

その他 3,258千円

繰延税金資産小計 348,944千円

評価性引当額 △208,186千円

繰延税金資産合計 140,757千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 10,586千円

資産除去債務 160千円

繰延税金負債合計 10,747千円

繰延税金資産の純額 130,010千円

(2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の

計算において使用した32.1％から平成28年12月21日に開始する事業年度及び平成29年12月21

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年12月21日

に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.5％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は6,580

千円減少し、法人税等調整額が7,135千円、その他有価証券評価差額金が555千円、それぞれ

増加しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 （単位：千円）

種　類
会社等
の名称

議決権等の
所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(注)４

科　目
期末残高
(注)４

子会社
株式会社
ミラック

100.0％

当社が販売する鏡面
研磨機の製造
役員の兼任１名
従業員の出向・出向者
の受入
資金の貸付・土地の賃
借

資金の貸付
(注)１

－
関係会社
長期貸付金
(注)２

340,000

商品仕入
(注)３

293,656 買掛金 84,664

子会社

TAIYO

TECHNOLEX

(THAILAND)
CO.,LTD.

49.0％

当社が製造する製品
の販売及びサービ
ス・サポート
役員の兼任２名
従業員の出向

当社製品
の販売等
(注)３

86,556 売掛金 9,471

販売手数料
の支払
(注)３

11,305 未払金 755

子会社
太友（上海）

貿易
有限公司

100.0％

当社が製造する製品
の販売及びサービ
ス・サポート
商品の仕入
役員の兼任１名
従業員の出向
資金の貸付
メンテナンス業務の
委託

当社製品
の販売等
(注)３

148,712 売掛金 20,435

資金の貸付
(注)１

20,000
関係会社
短期貸付金

20,000

メンテナン
ス業務委託
(注)３

17,096 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案し、合理的に利率を決定しております。

２．株式会社ミラックへの貸付金に対し98,000千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。なお、当事業年度において34,000千円の貸倒引当金戻入額を計上しておりま

す。

３．価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、一般的取引と同様に決定してお

ります。

４．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含ま

れております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 546円49銭

(2）１株当たり当期純利益 24円66銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．その他の注記

減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

和歌山県
和歌山市

遊休資産、
基板検査機製造設備等

工具、器具及び備品、土地、
建設仮勘定、ソフトウエア

大分県
国東市

エレクトロフォーミング加工品
製造設備

土地

当社は、原則として、事業用資産について事業セグメント単位を基準としてグルーピング

を行っております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、資産グループの帳簿価額を全額回収でき

る可能性が低いと判断したグループについて、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（減損損失の内訳）

種類 減損損失（千円）

工具、器具及び備品 330

土地 29,179

建設仮勘定 2,720

ソフトウエア 1,640

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定しており

ます。

正味売却価額は、土地については主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価額を基に算

定した金額によっており、使用価値は、将来キャッシュ・フローを4.4％で割り引いて算定し

ております。
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